（各課様式１）

予算要求資料
平成３０年度当初予算　　支出科目　款：土木費　項：都市計画費　目：都市計画総務費　　　
	事業名　新　都市計画道路将来交通量推計事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　都市建築部　都市政策課　施設計画係　電話番号：058-272-1111（内3758）

　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11654@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　  ２５，０８０千円（前年度予算額：　－　千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	25,080
	8,360
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	16,720

	決定額
	14,904
	4,968
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,936


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　岐阜県では平成１３年に全国に先駆け都市計画道路見直し方針を策定し、各市町は都市計画道路の見直しを進めてきた。今後は県内の広域的な都市計画道路に焦点を当て見直し検討をするため、平成２９年度中に新たな都市計画道路見直し案の策定、平成３０年に将来交通量推計により見直し案の妥当性を検証する。従来は市町単位で交通量推計を行っていたが、市町間を跨ぐ広域道路網の検証が進んでいない。また、都市計画のノウハウのない市町では見直し作業が手つかずである。
　　　これらの問題を受け、都市計画道路を有する市町と岐阜県は平成２９年３月に「岐阜県都市計画道路見直し研究会」を設立、見直し手法の研究、情報共有を行い、見直し案を検証する将来交通量推計については、県が一括して交通量推計を行うことを計画している。
　※「都市計画道路の見直し」とは…
　　過去の将来予測に基づき決定された都市計画道路は、現在の将来予測に基づくと、規模に余裕が発生している場合がある。都市計画道路区域に指定されていると、土地の利用制限が課せられるため、沿道利用を促すためにも見直し検討が必要である。
（２）事業内容

　　　・平成２９年度都市計画道路見直し案（市町作成）に基づき、将来都市計画道路ネットワークデータを作成、ゾーニングの分割。
　　　・中京都市圏PT調査、道路交通センサスの調査結果からODデータを整理。
　　　・将来都市計画道路ネットワークに対して交通量配分を行い、見直し案の妥当性を検証する。
（３）県負担・補助率の考え方　街路交通調査費補助（補助率１／３）
（４）類似事業の有無　　　　　無し
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	25,080
	業務委託料

	合計
	25,080
	


	　決定額の考え方　

　県決定の都市計画道路について２ヶ年で実施することとし、所要額を計上します。



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　平成３２年改訂の区域マスタープランにおいて、見直し検討の結果を踏まえ改訂するものとしている。
（２）国・他県の状況

　　　・国土交通省では「都市計画運用指針」を発出し、地方公共団体において都市計画道路の必要性について検証、見直しを行うよう助言している。
　　　・見直しのガイドラインは岐阜県が全国に先駆け策定している。
（３）後年度の財政負担
　　　無し。（不要な都市計画道路を廃止することにより、間接的に削減される）
（４）事業主体及びその妥当性
　　　本来、まちづくりは市町が行うものであるが、広域道路網の調整は県が行
う義務がある。将来交通量推計についても広域調整の一環として県が行う。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
○見直し検証がされていない都市計画道路を検証し、存続、変更、廃止の方針を決定する。
○平成３２年区域マスタープランに反映する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	見直し対象路線の方針決定率
(全体127路線196km)
	0路線

(0km)
（H22.3）
	27路線

(36.5km)
（H29.3）
	127路線

(196km)
（H31.3）
	21％
(19％)


	※現在値は都市計画法の手続きが完了したもの。
※都市計画法の手続きには相当の時間を要するため、H30年度の目標は見直し方針が確定した段階としている。


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

○平成２９年３月に「岐阜県都市計画道路見直し研究会」を設立。（都市計画道路を有する３９市町と県で構成）
○平成２９年７月研究会　新たな見直し方法の提案
○平成２９年９月～　各市町見直し作業状況ヒアリング

○平成２９年１１月～　圏域単位による広域調整を実施


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

○研究会を通して、平成２９年度中に都市計画道路の見直し案を各市町において作成する。
○この見直し案に基づく将来都市計画道路ネットワークに対して、平成３０年度に将来交通量推計を行い、見直し案の妥当性を検証する。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	・都市計画道路はまちの骨格であり、働く場（商工業の誘致）、労働力の供給（魅力的な住宅環境の整備）などの土地利用の検討の基礎となる。平成３２年が区域マスタープランの改定時期であり、都市計画道路の見直しを進める必要がある。
・広域的な観点から県が行うべき業務である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

△

	・都市計画のノウハウを有さない市町は見直しが未着手であり、交通量推計については隣接市町と調整がとれていないため、広域道路網の見直しが進んでいない。
・研究会の設立、交通量推計は県が行うことにより解消する見込み。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	・従来は市町単位で見直し業務を行っていたが、研究会を通して見直しを進めることにより、市町が個別に交通量推計を行うより、調査精度の向上、コスト縮減が期待できる。



（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　見直し方針に基づき都市計画手続きが完了するには、地元同意などに相当の時間を要すると考えられるが、順次都市計画手続きが進むよう、県としてサポートを行う必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

・事業費を要する業務としては単年度で終了する。平成３１年以降は見直し方針の各市町都市計画審議会への報告、地元説明会等の理解を経て、平成３２年の区域マスタープラン改定に反映させる。


